
（単位　円）

科　　　目

学生生徒等納付金 ( 1,339,953,400 ) ( 1,282,555,185 ) ( 57,398,215 )

手数料 ( 15,101,000 ) ( 14,965,856 ) ( 135,144 )

寄付金 ( 10,375,000 ) ( 785,500 ) ( 9,589,500 )

経常費等補助金 ( 331,760,000 ) ( 347,071,468 ) ( 15,311,468△      )

付随事業収入 ( 41,580,000 ) ( 35,707,536 ) ( 5,872,464 )

雑収入 ( 23,911,360 ) ( 17,534,327 ) ( 6,377,033 )

教育活動収入計 1,762,680,760 1,698,619,872 64,060,888

科　　　目

人件費 ( 879,417,000 ) ( 825,984,572 ) ( 53,432,428 )

教育研究経費 ( 543,925,000 ) ( 555,762,482 ) ( 11,837,482△      )

管理経費 ( 333,443,680 ) ( 314,197,565 ) ( 19,246,115 )

徴収不能額等 ( 0 ) ( 349,500 ) ( 349,500△         )

教育活動支出計 1,756,785,680 1,696,294,119 60,491,561

　　教育活動収支差額 5,895,080 2,325,753 3,569,327

■　事業活動収支計算書の概要

2018（平成30）年度の法人全体の事業活動収入合計額は、1951.4百万円と予算を39.7百万円下回る結果となりました。要因は、学
生生徒等納付金が大幅に下回ったためです。
学生生徒等納付金収入が予算比57.4百万円下回りました。これは、大学学費値上げの影響を過大に見積もったことが要因です。
手数料収入は、ほぼ予算通りでした。
寄付金は9.6百万円下回りました。これは、前年度までの大学開学50年記念事業寄付疲れがあったことと、施設設備寄付金（特別収
入）に4.6百万円移したことが要因です。
経常費等補助金は15.3百万円上回りました。これは、国庫補助金が13.3百万円増加したことが主な要因です。
付随事業収入は、補助活動収入が減少したために、予算に対して5.9百万円下回りました。
雑収入は6.4百万円下回りました。これは、私立大学等退職金財団からの交付金が8.0百万円減少したことが主な要因です。
教育活動外収入は、3.5百万円増加していますが、受取利息・配当金の増加によるものです。
特別収入では、施設設備補助金が14.1百万円、施設設備寄付金・現物寄付が4.6百万円増加し、予算を21.0百万円上回っています

一方、法人全体の事業活動支出の部合計は1730.0百万円となりました。これは、予算と比較すると34.4百万円下回っています。要
因は人件費の大幅減少が要因です。
人件費は53.4百万円減少しました。これは、退職者の代替者の採用が進まず、人員減となったことが主な要因です。
教育研究経費が11.8百万円増加しました。これは、今年度から開始した中学校・高等学校のウェークアップ全員留学が主な要因で
す。
管理経費が19.2百万円減少しました。これは、修繕費減少が主な要因です。
教育活動外支出は、ほぼ予算通りでした。
特別支出が25.8百万円上回りました。図書処分を積極的に進めたことによる図書処分差額16.8百万円の増加が主な要因です。

結果、経営状態の指標となる、基本金組入前当年度収支差額は221.4百万円の黒字となりますが、予算に対しては5.3百万円下回る
こととなりました。
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科　　　目

受取利息・配当金 ( 3,354,000 ) ( 6,876,559 ) ( 3,522,559△       )

その他の教育活動外収入 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

教育活動外収入計 3,354,000 6,876,559 3,522,559△       

科　　　目

借入金等利息 ( 4,000,000 ) ( 3,935,936 ) ( 64,064 )

その他の教育活動外支出 ( 3,600,000 ) ( 4,005,311 ) ( 405,311△         )

教育活動外支出計 7,600,000 7,941,247 341,247△         

　　教育活動外収支差額 4,246,000△       1,064,688△       3,181,312△       

　　　　経常収支差額 1,649,080 1,261,065 388,015

科　　　目

資産売却差額 ( 25,000,000 ) ( 24,820,922 ) ( 179,078 )

その他の特別収入 ( 200,000,000 ) ( 221,046,712 ) ( 21,046,712△      )

特別収入計 225,000,000 245,867,634 20,867,634△      

科　　　目

資産処分差額 ( 0 ) ( 18,591,141 ) ( 18,591,141△      )

その他の特別支出 ( 0 ) ( 7,182,700 ) ( 7,182,700△       )

特別支出計 0 25,773,841 25,773,841△      

　　　　特別収支差額 225,000,000 220,093,793 4,906,207

226,649,080 221,354,858 5,294,222

822,605,000△     394,141,872△     428,463,128△     

595,955,920△     172,787,014△     423,168,906△     

1,712,762,313△   1,963,364,653△   250,602,340

0 0 0

2,308,718,233△   2,136,151,667△   172,566,566△     

1,991,034,760 1,951,364,065 39,670,695

1,764,385,680 1,730,009,207 34,376,473
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